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研究成果の概要（和文）：本研究では、主にインドネシアのREDD+の法制度や国家計画を分析し、REDD+プロジェクトの
事例を取り上げ、公園当局と地域住民による森林協働管理の実態を明らかにした。インドネシアはREDD+に関する法律
や国家戦略を作成するとともに、多くのREDD+プロジェクトを実施していた。REDD+プロジェクトの対象地の１つである
東ジャワのメルベティリ国立公園では、1998年に激化した違法伐採により失われた森林を再生するために、地元NGOと
国立公園当局の協力のもと、地域住民による植林活動が行われてきた。その活動がREDD+プロジェクトとして継承され
、森林の保全と地域住民の収入増加を同時に実現している。

研究成果の概要（英文）：This study analyzed regulatory framework and national plans of REDD+ in Indonesia,
 and also investigated collaborative forest management between government and local people in a case of RE
DD+ project in a national park in Indonesia. Indonesia recently formed laws and a strategic plan of REDD+.
 In Meru Betiri National Park, East Java, a location of REDD+ project, a rehabilitation project has been i
mplemented to recover lost forests owning to serious illegal activities by local people, a local NGO and n
ational park authorities. The rehabilitation activities, recognized to be valuable as a REDD+ project, cou
ld bring both forest conservation and economic increase of local people. 
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１． 研究開始当初の背景 
1997 年の京都での気候変動枠組条約第３
回締約国会議（COP３）で発効された京都議
定書において、新規植林・再植林による吸収
源 CDM が導入され、2007 年の COP10 では、「途
上国における森林減少・劣化からの排出削
減」(REDD)の導入が決定され、2009年の COP11
では、REDD＋が考慮された。REDD とは、先進
国による途上国への資金提供や技術支援を
通じて、途上国に現存する森林の減少や劣化
を防ぎ、二酸化炭素排出量を削減しようとい
う取り組みである。一方、REDD＋とは、森林
の減少・劣化に加えて、植林や森林保全とい
った、炭素貯蔵量の保全および、持続可能な
森林管理、炭素貯蔵量の増大をもたらす森林
管理のことである。 
REDD+の対象地の１つには、森林が豊かで
あり、生物多様性保全を目的として設定され
た国立公園を含む保護地域がある。保護地域
では、保護地域設定以前から、森林とともに
暮らしてきた人々の生活があるにも関わら
ず、保護地域の設定により、森林へのアクセ
スが拒みまれ、人々が資源を利用できずに、
貧困に悩まされることも少なくなかった
（Campbell et al. 2008; Coad et al. 2008）。
そのため、REDD+の保護地域への導入は人々
の生活に、ますます影響を及ぼすことが考え
られる。今までの REDD+に関する国際的な議
論では、技術的側面や生物多様性保全が強調
され、これらに関する研究成果は多く出され
ている。しかし、REDD+の導入が、地域社会
にどのような影響を及ぼすのかといった、フ
ィールドワークによる緻密な実証研究はほ
とんどなかった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、地球温暖化対策として、
精力的に森林管理に取り組んでいる国を対
象として、国レベルの気候変動緩和政策が、
慣習的に森林とともに暮らしてきた地域社
会にどのような影響を及ぼすのかというこ
とを検討する。具体的には、気候変動に対す
る対策が、先進的に進められているインドネ
シアの事例を中心に、国の気候変動緩和政策
が議論されるようになった歴史的背景、実際
の政策の導入および実施のプロセス、気候変
動緩和のための現場での実践プロジェクト
の地域社会への影響、気候変動に関する新た
なプロジェクトに対する地域社会の適応戦
略について検討することを課題とする。 
 
３．研究の方法 
 東南アジアの REDD+に関する既存文献の調
査をし、対象国の REDD+に関する法制度や、
新たな REDD+プロジェクトの動向について把
握した。さらに、インドネシアにおいて実際
に国立公園で実施されている REDD+プロジェ
クトを対象に、そのプロジェクトの概要につ
いて把握するために現地を訪問し、プロジェ
クトに関わっている国立公園事務所のスタ

ッフ、プロジェクトを実施している地元 NGO、
プロジェクトに参加している地域住民に対
して聞き取りを実施した。 
 
４．研究成果 
(1)インドネシアにおける気候変動緩和に関
する法制度と国家戦略 
インドネシアでは REDD+に関連した計画・
法律や、REDD+に関わる国家行動計画・国家
戦略が作成されている。インドネシアは国と
して独自に REDD+に関する法律を制定した最
初の国である。法令の主なものは、①2008 年
12 月 11 日の「林業大臣令第 68 号 REDD+の
デモンストレーション活動の実施に関する
法令、②2009 年 5 月 1 日の「林業大臣令第
30 号 REDD+活動のプロセスに関する法令、
③2009年5月22日の「林業大臣令第36号 生
産林と保護林に吸収・貯蔵された炭素の利用
許可のプロセスに関する法令の 3 つである。 
2012 年 6月には REDD+国家戦略が策定され
た。国家戦略では、インドネシアにおける
REDD+のビジョンとして、人々の繁栄のため
に天然林や湿地林を国の自然資源として持
続的に管理することが掲げられており、それ
を実現するために森林や湿地林の管理組織
の機能を促進すること、法の施行強化のため
に法制度を改善すること、森林や湿地林の資
源管理能力を改善することを使命として掲
げている。 
また、この国家戦略の大きな特徴として、
地域住民の土地所有権や住民も含んだ様々
なステークホルダーの参加について触れら
れている点があげられる。土地所有権に関し
ては、先住民やコミュニティに占有されてい
る土地の調査を国家土地局が実施すること、
土地をめぐる紛争を解決するための支援を
国家土地局が行うこと、FPIC の原理とプロセ
スが考慮されるように自然資源管理に関す
る法制度を改定することが記載されている。 
さらに、この国家戦略は受託者セーフガー
ド、社会セーフガード、環境セーフガードの
3 つのセーフガードについて触れられている。
その中でも特に、社会セーフガードと環境セ
ーフガードはる。社会セーフガードでは森林
資源に依存しながら生活している先住民や
地域住民を保護すること、彼らに便益を供与
することなど、先住民や地域住民との関連の
必要性が明言されている。 
 
(2)メルベティリ国立公園における REDD+プ
ロジェクト実施までの経緯 
メルベティリ国立公園は東ジャワ州の南
側に位置しており、インド洋に面している。
国立公園の面積は58,000ヘクタールである。
この国立公園は 1997 年に設定されたが、こ
の国立公園が設定される以前は、この地域は
1972 年以降野生生物保全地域に指定されて
いた。この地域には1900年代の初めから人々
が居住し、その後も人々が移住してきた。現
在彼らは国立公園内の森林資源を利用しな



がら暮らしている。国立公園は 2県にまたが
っているが、これら 2県のうちの 12 村、計 2
万人以上が国立公園に隣接した村に居住し
ている。これらの人々のうち、約 40％が土地
あり農民、約 40％が土地なし農民で、その残
りが労働者や仲買人などである。人々の平均
年収は約 150 ドルときわめて低く、低収入を
補うために国立公園内の森林資源に依存し
た生活をおくっている。また彼らは、必要に
迫られて、国立公園内で違法伐採、非持続的
な燃材採取、野生生物の狩猟などの法的には
禁止されている行為を行うことも多い。 
この地域が野生生物保全地域であったと
とき、保護する森林対象面積が拡張された。
1982 年に、もともとの野生生物保全地域であ
った地域に隣接した国営林業公社のチーク
の生産林（4,000 ヘクタール）が加わり、現
在の国立公園の範囲となった。その後、国立
公園当局と地域住民が密に関わるようにな
ったのは、1990 年代に国立公園内での新たな
植林活動が行われ、チーク林が違法伐採の対
象になった頃からである。 
 1995 年に、地元 NGO であるインドネシア熱
帯研究所（LATIN）は、国立公園当局の許可
の下、国立公園内の土地７ヘクタールを使っ
て薬用として利用される樹木の植栽区を設
置した。対象となった公園内の土地はもとも
とアランアランの草原に覆われている土地
であった。40人ほどが地元の薬用植物の植栽
区の作成に参加した。メンバーには森林の周
辺に居住し森林により依存しながら暮らし
ている人が優先的に選ばれた。そのため、参
加を希望しても参加できない人々もいた。1
人に割り当てられた土地面積は 1,500m2であ
った。彼らは樹木を管理しながら、樹木が生
長するまで間作をすることが許可された。
LATIN が国立公園内の土地を住民参加のもと
有効に活用したこのアグロフォレストリー
の前例は、その後の国立公園と地域住民の関
係に良い影響をもたらした。 
1998 年 5月頃から、もと国営林業公社の生
産林であった国立公園内の4,000ヘクタール
のチーク林が地域住民による違法伐採の標
的となった。国立公園当局はこのような違法
行為を制御できず、1999 年末までに 4,000 ヘ
クタールのチーク林はすべて伐採されてし
まった。この伐採跡地は地域住民に占拠され
次第に農地へと変貌していった。 
この状況をみかねた国立公園当局は、この
4,000 ヘクタールの伐採跡地をリハビリテー
ションゾーンに指定し、植生回復を目的とし
た植林活動を実施することにした。公園当局
が植林活動を実施するのに際して、前述のよ
うな公園内での住民参加による植林の実績
があった LATIN に依頼し、地域住民の協力の
もと植林が実施されることになった。参加し
た住民の多くは以前違法占拠していたもの
であった。1999 年 5月に LATIN はまず農民グ
ループを結成した。その農民グループを単位
として、LATIN は 6 ヶ月間にわたって定期的

に住民と会合を開催し植林の重要性につい
て住民に周知するとともに、5×5m の間隔で
チークを植林することを地域住民と合意す
るに至った。 
植林は 1999 年 11月から国立公園内のリハ
ビリテーションゾーンに指定された違法伐
採跡地の中の傾斜地にて開始された。国立公
園周辺の 12 村のうち 5 村の住民が植林活動
に参加した。当初は１年生作物のみが栽培さ
れた。翌年からは平地での植林が開始された。
インドネシアの国立公園に関する法令では、
公園内での住民活動は基本的には認められ
ていない。したがって、この国立公園で行う
活動に関しては、本来その趣旨を林業省の本
部に打診する必要があるが、実際には林業省
本部への打診は行われず、国立公園当局内で
の決定をもって植林活動が実施された。植林
活動では、薬用となる樹木の植林と管理が地
域住民に義務づけられた。樹木の苗は、国立
公園当局の許可を得て住民が国立公園内か
ら樹木の苗を採取した。それと同時に、様々
な一年生作物や果樹が栽培された。公園内の
リハビリテーションゾーンで実施されたこ
の活動は、十分な農地を所有していない住民
にとって現金収入を得る上で貴重なものと
なった。2000 年以降には、このアグロフォレ
ストリーは本格化し、2002 年までには 4,000
ヘクタールあった伐採跡地は 5村の 3,556 人
に分配された。土地の管理は、各村内で結成
された農民グループごとに行われた。2006 年
の時点では、2,250 ヘクタールに 186,666 本
の樹木が植えられた。 
2009 年 12 月、国立公園当局は国際熱帯木
材機関（ITTO）が主催となって、LATIN とと
もに REDD+に関するセミナーを現地で開催し
住民の参加を募った。2010 年 1月から 4月に
かけては、LATIN は地域住民との会合を開催
し、植林の重要性について住民に周知した。
また、森林管理を強化するために、以前設立
された農民グループを母体として、国立公園
内の伐採跡地における「植生回復のための農
民グループが住民主体で結成された。 
林業省の気候変動政策の担当者が、LATIN
によるこのような地道な活動実績や ITTO と
の連携を評価し、2010 年からは、この国立公
園での活動をもとにして林業省の支援の下、
ITTOの REDD+デモンストレーションプロジェ
クトが実施されることになった。 
 
(3)メルベティリ国立公園における REDD+プ
ロジェクトの活動内容 
① REDD+プロジェクトの実施体制 
メルベティリ国立公園での REDD+プロジェ
クトの目標および期待される成果は次のと
おりである（ITTO, 2009）。REDD+プロジェク
トの目標は、①地域住民が森林減少や森林劣
化、生物多様性消失を防ぐための活動に参加
することにより、国立公園の内部や周辺に居
住する地域社会の生計状況を改善すること、
②国立公園の森林減少や森林劣化からの排



出量削減、森林炭素蓄積の増加をモニタリン
グするための、信頼性があり計測可能で検証
可能なシステムを開発することである。また、
プロジェクトに期待される成果は、①森林保
全・管理における住民の参加、②国立公園内
および周辺に居住する地域住民の生計改善
によるオルタナティブな収入源の確保、③違
法伐採および森林内への不法侵入の削減、④
インベントリーや炭素量測定のための能力
向上、⑤包括的なベースラインデータや排出
削減量の評価と国立公園の炭素に関する報
告書の準備、⑥排出削減のモニタリングおよ
び、炭素蓄積強化のためのシステムの構築で
ある。成果をあげるために実施される具体的
なプロジェクト活動は、大きく 2つに分けら
れる。１つは住民参加による森林管理・炭素
量測定・森林警備の実施であり、もう１つは
炭素量測定のための技術向上である。REDD+
プロジェクトは 2013 年 12月まで実施された。 
 
②地域住民と地元NGOによるリハビリテーシ
ョンの管理と利用 
REDD+プロジェクトの対象区であるリハビ
リテーションゾーンは、住民が REDD+プロジ
ェクトに積極的に参加する動機を保つ上で
重要な役割を果たしていた。ここでは、REDD+
プロジェクトとして、住民がリハビリテーシ
ョンゾーンでどのような活動に携わってい
るのかをアグロフォレストリーの促進、違法
伐採の取り締まりの２点から述べたい。 
REDD+プロジェクトが開始された2010年以
降も、リハビリテーションゾーンでは、国立
公園のコアゾーンとの境界域および、リハビ
リテーションゾーンの上部での植林活動が
続けられた。流域管理事務所や地元 NGO が苗
を提供した。提供された苗の数は多くはない
ものの、それらはアボガドやドゥリアンをは
じめとして人々の要望に沿った郷土種であ
った。また、セブン&アイ・ホールディング
スも地元 NGO の KAIL を介して提供した。こ
のように継続的に苗が供給され、細々ながら
も植林が継続されていた。しかし、4,000 ヘ
クタールのリハビリテーションゾーン内に
はまだ植林がされていない場所も多く、今後
いかに継続的に植林をし、ゾーン全体の植生
を回復させるかが課題である。 
2011 年からは、LATIN と KAIL は、より効
率的に植林する方法を模索し始めた。KAIL は
住民が管理する農地を植林されている樹木
や作物の植生状況と植林されている樹木の
密度・種数をもとに、6つにタイプ分けした。 
KAIL は 2011 年 7 月から 2012 年 1 月に、
4,000 ヘクタールのリハビリテーションゾー
ン内の土地の状況把握のために土地の参加
型マッピングを作成するとともに、実地調査
を実施した。実地調査では区域内のすべての
土地の管理者を明らかにするとともに、すべ
ての土地の樹木の数と樹種を調査し、土地を
タイプ分けした。その上で、リハビリテーシ
ョンゾーン内のすべての土地が最終的にす

べてタイプ6となるような年間植林計画を立
てた。具体的には、住民が主体的に継続して
植林を行うことを促進して、すべての土地に
おいて1年目には20％の樹木の陰覆率をめざ
し、それ以降はすべての土地において 2年目
には40％、3年目には60％、4年目には80％、
5 年目には 100％というように陰覆率を年々
高めていき、最終的にはすべての土地で植林
を完結させようというものである。（LATIN, 
2011）。 
地域住民は各タイプの植林木を管理する
とともに、間作をすることが許されていた。
CERIndonesia (2012)によると、国立公園周
辺にある 5村のうちの 2村を対象とした調査
で、植林活動への参加者のゾーンからの収入
は、全体の収入の 31.7％および 22.5％を占
めるという結果が出ている。このことからも、
植林活動におけるアグロフォレストリーに
よる間作での農作物の栽培は住民にとって
の大きな収入源となっているといえる。また、
10年後には１ヘクタールあたり939ドルの収
入を住民にもたらすと推定されている。  
2012 年 6 月からは、各土地での植林を促進
するためにインセンティブプログラムを実
施し始めた。プログラムは、6 つのタイプに
応じて毎年決められた金銭的なインセンテ
ィブを住民に与えようというものである。金
銭的なインセンティブとしては、住民が生活
必需品購入の際の割引（経済）、保健所での
薬購入の支援（健康）、教育費の支援（教育）
からなる。このプログラムでは、タイプ 6に
近づけば近づくほど、住民が管理している土
地により熱心に多くの樹木を植えれば植え
るほど、より多くの支援金を得られる仕組み
になっており、住民がより多くの樹木を積極
的に植林することを奨励しようとするもの
である。2013 年 12 月現在、タイプ 6 の土地
を管理する住民 50 人に対して試験的にこの
プログラムが実施されている。このプログラ
ムを実施するのに十分な予算が確保できれ
ば、今後は順次対象者を広げていく予定であ
る。 
2010 年以降、コアゾーン内での違法伐採を
阻止するために、住民が主体となった森林を
警備し始めた。住民 18 人で結成された警備
グループが交代で、国立公園のレンジャーと
ともに国立公園内の警備を行うというもの
である。警備実施に際しては ITTO からの予
算を利用し、活動状況に応じて住民に労賃が
支払われていた。しかし、予算が限られてい
ることから実際の警備は１年に１回ほどし
か行われていなかった。もう１つは、前述し
た「植生回復のための農民グループ」による
森林警備である。この農民グループのメンバ
ーは、違法伐採の阻止を含め、メンバーとし
て守るべき規則を決めて、必要に応じて森林
管理を行っていた。メンバーの中でも、特に
国立公園のコアゾーンとの境界の土地を管
理・利用しているものは、違法伐採に責任を
持って取り締まることが義務づけられた。 



以上、違法伐採によって荒廃した土地を国
立公園当局がリハビリテーションゾーンと
して住民に開放しアグロフォレストリーを
推奨したことは、地域社会に新たな収入源を
もたらすとともに、森林保全・修復への住民
の積極的な参加を促進した。 
 
(4)REDD+プロジェクトを契機としたトリプ
ル・ベネフィットの実現 
本研究では、インドネシアにおける REDD+
に関わる法制度および国家計画・戦略の概況、
REDD+プロジェクトの対象地である東ジャワ
のメルベティリ国立公園における住民参加
型植林活動を取り上げた。メルベティリ国立
公園の事例では、今まで国立公園内の土地や
森林資源の利用をめぐって、地域住民と国立
公園当局が対立関係にあった状況から、地域
住民と公園当局が協働で公園を管理するよ
うになり、REDD+プロジェクト実施へとつな
がっていった。国立公園当局にとって、国立
公園の協働管理は地域住民の力を借りなが
ら国立公園内の森林を保全し、なおかつ温室
効果ガス削減による気候変動緩和にも寄与
できるという利点があった。一方、地域住民
は、公園当局による森林保全に協力しながら、
合法的に国立公園内の土地で農業を行い、生
産物の販売によって現金収入を得ることが
できた。REDD+プロジェクトは今までの両者
の関係を一新し、ともに利益があるウィンウ
ィンの関係を構築した。これは、マダガスカ
ルの国立公園のように、REDD+の実施拡大の
ために国立公園の数を増加させ、その結果地
域住民の森林へのアクセスが制限され、生計
に支障をきたした事例とは対照的である。 
ただ、今後プロジェクトを継続させるため
解決すべき課題もある。第一に、地域住民が
継続して間作ができ、それによってある程度
の収入を継続的に得られるような制度の構
築である。地域住民は間作からできるだけ多
くの収入を得たいと考え、できるだけ収入に
なるものをできるだけ多く植えたいと考え
ている。かといって、国立公園当局が地域住
民に農業からの収入によるインセンティブ
をあまりにも強調しすぎると、森林保全活動
に支障をきたす恐れもある。第二に、本プロ
ジェクトによって発生する炭素クレジット
の扱い方、炭素クレジットからの利益の配分
の仕方についてである。プロジェクトでは二
酸化炭素の吸収量や温室効果ガス削減に対
する炭素クレジットからの利益は算定され
ているが、炭素クレジットを市場でどのよう
に取引し、どのように配分するかについては
まだ決められていない。本プロジェクトでは、
インドネシアの炭素価格が不明確なために、
炭素クレジットからの住民の議論が十分に
なされていないが、REDD+として成功するた
めには、地域住民にいかに炭素クレジットの
利益を配分するかについての議論は不可欠
である。第三に、プロジェクトでの活動実績
の継続性である。ITTO が主導して実施してき

たプロジェクトは 2013 年末で終了した。プ
ロジェクトで蓄積された知識や技術を地域
住民が引き継いでいくことができるかどう
かは、炭素クレジットから、地域住民が継続
的に収入を得ることができるかどうかとも
密接に関連している。 
本研究で取り上げた REDD+プロジェクトの
事例は、まだ課題は多いものの REDD+プロジ
ェクトとして国立公園内で住民による活動
が実施され、住民の収入増加と森林再生、二
酸化炭素貯蔵に住民による活動が寄与して
いるという点では、REDD+プロジェクトの好
事例であり、マダガスカルをはじめ他国の
REDD+のモデルとなりえる。一方、二酸化炭
素の削減量評価と、それに応じた結果ベース
の支払いをどのようにするかという点は、イ
ンドネシアを含め国レベルで REDD+を検討す
るうえで、今後さらなる議論が必要である。 
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